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北京にある中国農業文化遺産―京西稲栽培保護区 

９月下旬に入ると、北京の海淀区上庄鎮、高層ビルが立ち並ぶ風景の中に、黄金色の絨

毯が広がる田んぼがあります。ここは京西稲栽培保護区であり、歴史ある京西稲の保護と

栽培が行われています。都市化が猛烈に進む現代において、栽培面積約 133ヘクタールほ

ど広大な水田が都心に残されていることは奇跡に近く、稀有な都市農業景観です。 

北京は山が多く水が少ないため、稲作

ができないという印象を与えますが、で

は京西稲はどのように北京に伝わったの

でしょうか。記事によると、京西稲のル

ーツは、清の時代の康熙帝にまで遡る、

とてもロマンチックな由来を持っていま

す。康熙帝が米どころの江南地方を巡視

した際、良質な種を北京に持ち帰り、玉

泉山の麓に田んぼを開き、試作させた。

収穫された米は、ほのかに紅色を帯び、

上品な香りと格別な味わいを持っていた。

その美しさから「胭脂米（臙脂米、えん

じまい）」と名付けられ、皇帝の食膳を

飾るようになった。その後、北京の西北

地域の玉泉山一帯の田んぼで本格的に栽

培されるようになり、「京西御稻」、略

して「京西稻」と呼ばれるようになった

のである。さらに時代が下り、乾隆帝の

治世には、「胭脂米」よりも品質に優れ

る新品種が登場し、このように、京西稲

は皇帝への献上米「貢米」として広く普及されたと言われています。 

それ以来、これらの品種が京西稲の主力として、栽培され続けることになりました。都

市化が進む中でその面積は激減しましたが、その価値が見直され、今では保護区が設けら

れ、2015年に貴重な農業文化遺産として登録されました。保護区では、化学肥料や農薬を

できるだけ減らし、昔ながらの栽培方法を大切にしながら、環境に優しい持続可能な農業

を実践しています。そして、この保護区はもう一つの重要な役割を果たしています。それ

は、子どもたちにとって北京の稲作の歴史と自然を勉強する教室となっています。都会で

育つ子どもたちが裸足で泥土の感触を確かめ、緑の苗が黄金色の稲穂へと変わる過程を目

の当たりにすることは、教科書では得られない食の大切さを心に刻みます。（キク） 

 

「身近」になったコンシューマー・ドローン 

最近、Bilibili（リアルタイムコメント機能（中国語だと「弾幕」）が特徴的なショー

トムービー・プラットフォーム）などで旅行動画を視聴する機会が増えました。中でも、

壮大な景色をダイナミックに捉えた空撮シーンには目を見張るものがあります。かつては
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プロにしかできなかった壮大でダイナミックな映像表現が、スマートフォンサイズのドロ

ーンによって、誰でも可能になりました。特に美しい景色の記録や、自分自身を追尾させ

て撮影する「セルフィー空撮」は、SNS時代において非常に強力なコンテンツ生成ツールと

なっています。こうした一般消費者向けの「コンシューマー・ドローン」についてご紹介

いたします。コンシューマー・ドローンは驚異的なスピードで技術革新と普及が進み、「空

飛ぶカメラ」として私たちの生活やビジネスに欠かせないツールへと進化を遂げました。 

 世界のコンシューマー向けドローン市場では、中国企業である DJI（大疆創新科技）が圧

倒的なシェアを占めています。この支配的な地位により、高性能でありながら価格競争力

のある製品が中国国内市場に大量に供給されました。結果として、ドローンの購入価格の

「敷居」は大きく下がっています。現在、高性能なエントリーモデルであれば、数万円台

から購入可能です。バッテリーなどの消耗品のコストを含めても、趣味として十分手の届

く価格帯にあることが、さらなる普及を後押ししています。  

 初期モデルのドローンは大型で持ち運びに苦労しましたが、現在の主流は折りたたみ式

であり、カバンに収まるほど小型軽量化へ進んでいます。 

さらに、GPS（位置情報）や AI（人工知能）による自動飛行モードやスマートな追尾機能

が進化し、複雑な操作技術を習得しなくても、プロ級の映像を簡単に撮影できるようにな

りました。その結果、ドローンは特別な専門機器ではなく、むしろ比較的手軽な「家電製

品」や「高度なカメラアクセサリー」の一つとして広く認識され始めています。 

利便性が高まる一方で、ドローンの利用には、「人混みの回避」や「規制空域外での飛

行」、「低空飛行の制限」など、各国の法規制や運用上の制約が存在することも無視でき

ません。ユーザーは、その利点をエンジョイするためにも、これらのルールを守ることが

求められます。（ハン） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

↑「Blibliで旅行 vlog投稿した空撮画面の様子」 

 

９月のイベント報告 

 

大家好！（ダージャーハオ！皆様こんにちは！） 

今回は、９月に開催されたイベントを３つ紹介します。 

  

① 新潟スノーリゾートＰＲイベント 

 

まずは、新潟インバウンド推進協議会（新潟県観光文化スポーツ部国際観光推進課）主

報告 
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催の上海市現地イベントです。 

全３日間のうち、初日は一般お客様向け、２日目と３日目は業界向けでした。一般お客

様向けの PRは昨年度の広州市での開催に引き続いてとなります。 

スキー誘客、力が入っています！！ 

 

会場は、昨年オープンしたばかりの上海市内の屋内スキー施設、その広さはサッカーコ

ート１２面分の９万平方メートル以上、高さはビルの５階建て相当、その規模は、もちろ

ん「世界最大級」です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

↑写真は、施設ホームページから 

 

設備は、リフトだけでなくゴンドラもあります。雪はもちろん人工雪ですが、天井に付

けた降雪機から降らせる凝りようです。 
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 PR ブースは、雪面に入る手前のいわゆるロビーエリアに設置。これから滑る方、休憩中

の方、滑り終えた方を中心にお立ち寄りいただきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 お立ち寄りいただいた方のアンケートの中から、二つご紹介します。 

 一つ目は「（どこの県の）スキー場にいったことがありますか？」で、ニセコのある北

海道、白馬のある長野県とほぼ同等です（Q１）。実は上海にある旅行社からは「新潟のス

キーは北海道や長野県に比べて認知度はまだまだ」と聞いていたので良い意味で驚きでし

た。 

 二つ目は「スキー場を選ぶ際の重要事項は？」で、トップは「アクセスのしやすさ」、

２位「雪質」、３位「コースの数」でした（Q２）。 

 この日の来場者は、初心者～初級者が多かった印象でした。この施設でスキーやスノー

ボードにハマった方たちが天然雪を求めることは容易に予想できるので、まずはアクセス

の良さとセットでどう訴求していくかがポイントになりそうです。選択肢にはありません

でしたが、外国語対応も訪れた方の満足度に大きく関わると想像します。 
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② 広東国際旅游産業博覧会 2025 

 

次は、広州市で開催された観光展で、自治体国際化協会北京（クレア北京）が用意して

くれたブースに、出展を希望した自治体がエリアを分け合って観光 PRをするというもので

す。新潟市ブースには３日間で 1,000名以上の方々にお越しいただきました。 

各国がブースを出している中で最も賑わっていたのは、地元中国の旅行社が出展してい

るエリア。旅行商品を実際に販売しているエリアの熱気から、中国の旅行熱を感じました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 中国国際サービス貿易交易会 

 

最後は、北京市石景山区の首鋼園というところで開催された見本市です。 

この会場となった首鋼園は、かつての大規模な製鉄所を、北京 2022オリンピック・パラ

リンピックを契機に再生した、中国を代表する産業遺産です。とても素敵です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そのせいばかりでは無いと思いますが、開場直後から大入りでした。また、Teslaや POP 

MARTが出展していたことからも、この見本市への期待が伺えました。 
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この見本市の中で、日本貿易振興機構 （ジェトロ）がジャパンパビリオンを設けたので

すが、ジェトロ北京事務所のご協力のもと、新潟市内事業者の商品を展示することができ

ました。 

 

こうした中国での展示会出品をお考えの企業は、ぜひ新潟市北京事務所までご連絡くだ

さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中国レポート No.110 2025年 9月 

 

 今年の北京の夏は特に暑かったが、9月も半ばになると急に秋らしくなり、むしろ 9月半

ばの時点では東京の方が暑いくらいだった。 

 猛暑の中、9月 3日に「抗日戦争勝利 80周年記念」軍事パレードが天安門前を通る長安

街で華々しく行われた。第 2 次世界大戦について、日本の教科書などでは日独伊枢軸同盟

と米欧中心の連合国との戦争で、日本は米国に敗れたと教えられている。しかし中国では、

第 2次世界大戦の重要な構成部分は、中国軍民による「抗日戦争」であり、その勝利は第 2

次世界大戦という「反ファシズム戦争」の勝利に大きく貢献したと教えられている。 

 軍事パレードには人民解放軍兵士１万２０００人以上が参加し、習近平国家主席が閲兵

した。外国の元首・首脳の参列はロシア、北朝鮮、ベトナム、キューバ、イランなど２６

か国だった。メディアでは習近平、プーチン、金正恩３人が目立っていた。１０年前の「抗

日戦争勝利７０周年」パレードには韓国のパク・クネ大統領が参列したが、今回は国会議

長の参列に留めた。日本からは鳩山由紀夫元総理が参列した。 

今回の軍事パレードには新型兵器が多数登場したと言われるが、筆者は軍事や兵器につ

西園寺 一晃先生の 
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いて全く疎い。そこで兵器に強い北京の友人に聞いたが、退役軍人の彼は今回目を引いた

幾つかの武器を以下の通り挙げてくれた。 

最新鋭ＩＣＢＭ「東風６１」、潜水艦発射弾道ミサイル「巨浪３」、空中発射長距離ミ

サイル「驚雷１」、新型極超音速ミサイル「東風１７」、射程延伸型弾道ミサイル「東風

２６」、ステレス戦闘機「殲３５」、無人攻撃機、陸・空・海核三位一体兵器、ＡＩ搭載

攻撃機、犬型ロボット無人機、レーザー・マイクロ波兵器など。私にはこれらが米軍の同

様の兵器と比べどうなのかは分からないが、すでに軍事大国ロシア軍の兵器レベルを超え

たのではないかと、何となく感じた。 

軍事パレードを含む一連の「抗日戦争勝利８０周年」記念イベントに対し、ネットの一

部では「反日」の投稿があるが、北京市民の反応は総じて冷静である。記念イベントの一

環として中国では２つの映画が全国で上映された。日本が中国大陸で行った「細菌戦」を

描いた「７３１」（かつて日本の中国大陸における細菌戦部隊は「関東軍７３１部隊」と

呼ばれ、中国軍の捕虜を使った人体実験、細菌を故意に村に散布するなどの蛮行を行った

とされている）、もう１つは「南京大虐殺」を描いた「南京写真館」（Ｄｅａｄ Ｔｏ Ｒ

ｉｇｈｔ）だ。「南京写真館」は 7 月２５日に公開されていて、多くの観客を集め、興行

収入のトップを走っている。「７３１」は８月に公開される予定が延期され、「９・１８

事変」記念日の９月１８日に公開された。 

「９・１８事変」とは、日本では一般的に「満州事変」と称されている。１９３１年９

月１８日、旧満州（現在の中国東北部）瀋陽市の近郊柳条湖付近で、日本軍が南満州鉄道

（満鉄）を爆破、これを機に日本軍は中国東北部を全面占領した。そして翌１９３２年に

は中国東北部に日本の傀儡政権「満州国」を創り上げた。中国にとっては日本の対中国全

面侵略のきっかけとなった事変で「国辱の日」なのだ。またここから全面的な「抗日戦争」

が展開されたと理解されている。「７３１」は、北京では 9月 18日９：１８から各劇場で

公開された。この映画を観た友人の話では、多くの人が詰めかけ、客層は老若男女を含む

幅広いものだったという。多くの観客は涙を流しながら観ていたそうだ。興行収入は初日 1

日だけで３億４５００万元（約６9億円）を超えたという。 

筆者の正直な気持ちを言えば、抗日戦争記念の軍事パレードで高揚している多くの中国

人が、「９・１８事変」記念日を迎え、日本軍の残忍極まりない７３１細菌部隊、南京大

虐殺の映画を観たら、どのような反応をするか心配である。まして、日中関係が悪い状況

の下で、両国間に更なる亀裂が生じるのを怖れる。中国各地の「日本人学校」は 9月 18日、

ある所は休校、あるところはオンライン授業に切り替えた。中国政府も決して対日関係が

損なわれるのを望んでいるわけではない。中国外交部の林剣副報道官は 18日の定例記者会

見で、この 2 つの映画は「歴史をかがみとして平和を守るよう人々に呼びかけるものだ」

と述べるとともに「中国は日本を含む各国の人々の訪中を歓迎する。在留外国人の安全は

平等に守る」と表明した。 

さて、話題を変えて中国の経済を見てみよう。ひと事で言うならば、昨年以来続いてい

る不況・デフレ傾向は依然として変わっていない。２０２５年上半期のＧＤＰ成長率は対

前年同期比＋５．３％で、政府目標の「通年で＋５％前後」をわずかに上回った。可処分

所得も都市部で同＋４．７％、農村部で同＋６．２％と不況にしては良い数字と言える。
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ＧＤＰを支える主力の 1 つである輸出は同＋５．９％と健闘した。しかしＧＤＰの約３割

を占める不動産関連市場はなかなか上昇しない。地方政府の膨大な債務問題は、昨年中央

政府が５年間で 10兆元（約２１０兆円）の対策費を投じる決定をし、地方債増発承認など

のさまざまな手を打っているが、一朝一夕には効果が出ず、好転にはなお時間がかかるだ

ろう。失業率は５％前後だが、深刻な問題は若年層（16 歳―２４歳）の失業率の高さであ

る。２０２５年の各月ごとの失業率を見ると、1月１６．１％、２月１６．９％、３月１６．

５％、４月１５．８％、5月１４．９％、６月１４．５％、7月１７．８％、８月１８．９％

となっている。この若年層の高失業率は単なる経済問題ではすまない。「安定」を最優先

にしている政府が最も警戒する治安の悪化に繋がりかねないからだ。 

不況・デフレ傾向の最大の問題は消費が上向かないことだ。２０２５年上半期のＣＰＩ

（消費者物価指数）は対前年同期比－０．１％だった。政府の通年目標である＋２％には

程遠い。なお通年目標が＋３．０％だった２０２４年の平均ＣＰＩは同＋０．２％だった。

政府は経済構造の改革面で、２０１７年「イノベーション発展大綱」を発表し、「サービ

ス業のＧＤＰに占める割合を２０２５年までに６０％にする」という目標を立てていた。

途中米中経済摩擦が起き、コロナ蔓延という予測不能の事態に見舞われた事もあり、現在

は５４．６％と目標に達していない。 

政府は消費拡大を目指すが、一方で不況下の節約を奨励する。公費で行う接待や宴会、

懇親会などでは酒類の提供を原則禁止した。中国のような「接待文化」、「宴会文化」の

ある国では不満を言う人も多い。当然賛否両論がある。労費や無駄、贅沢は控えないとい

けないのは分かる。その一方で市場経済は、一定の浪費や無駄、贅沢は「必要悪」でもあ

る。酒類提供禁止令が出ると、当然の事ながら茅台酒、五糧液、紹興酒、各種ビールなど

を含めた酒類全体の消費は落ち込み、酒造メーカーの株は下がった。 

8 月 13 日、中国財政部は「個人消費貸付財政利子補給政策実施プラン」と「サービス業

経営主体貸付利子補給政策実施プラン」を発表した。消費刺激策の一環である。自家用車

購入、高齢者ケア、出産、教育・研修、文化・観光、家庭用品、電子製品などの購入、出

費のためローンを利用する消費者は、利子のうちの１％を政府が負担するというものであ

る。サービス業へも同じような優遇措置を提供する。この内需掘り起こし政策がどの程度

成功するか、今後の状況を注目したい。 

再度話題を変える。最近多くの人の関心を呼んだ出来事に 2 つの国際会議があった。1

つは 7月６日から 7日までブラジルのリオデジャネイロで開かれた「ＢＲＩＣＳ首脳会議」

であり、もう 1 つは８月３１日から 9 月１日まで天津市で行われた「上海協力機構（ＳＣ

Ｏ）首脳会議」である。どうしてこの 2 つの会議が注目されたかと言えば、この 2 つの会

議は中国が力を入れて主導しているもので、構成国は全て「グローバルサウス」と呼ばれ

る、最近急速に力をつけ存在感を増している新興工業国である事、そしてこれらグローバ

ルサウスの国々はどこも米トランプ政権の「関税攻撃」に晒されている。米国の圧力を受

けている中国の人々は、グローバルサウスが団結してトランプ政権の関税圧力に対抗して

欲しいという希望がある。 

ＢＲＩＣＳはブラジル、ロシア、インド、中国、南アフリカの頭文字をとった略称だが、

発足時の 5 か国に加え、新たにエジプト、エチオピア、イラン、ＵＡＥ、インドネシアが
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２０２４年 1 月から加わった。もともとアルゼンチンを含めた６か国が加わるはずだった

が、２０２３年１２月、アルゼンチンは加盟を撤回した。さらに「パートナー国」と言わ

れるベトナム、トルコなど１０数か国が緩やかな形で参加している。スタート時の５か国

だけでも世界の面積の３２％、人口の４１％、ＧＤＰの２５％（新 5か国を加えると２８％）、

農地の３０％、穀物・食肉生産の４０％、海産物の５０％、乳酸品の４０％を占めている。

またこのスタート５か国はすべて「資源大国」で、原油、天然ガス、石炭、鉄鉱石、ボー

キサイト、レアアースなどの埋蔵量は多い。これらの国々は経済の地域協力推進、自由貿

易堅持、そしてこれまでの米国などＧ７が牛耳る世界経済の古い枠組みを変えるべきだと

いう認識では一致し、トランプ政権の「1国主義」とは一線を画している。しかし中国とイ

ンドは領土問題を抱え、微妙な関係にあるなど、内部が完全に一致しているとは言い難い。

今回の会議では、グローバルサウスの協調、協力強化で一致、トランプ政権を名指しこそ

しないまでも「多国間主義」が強調され、暗にトランプ政権の「1国主義」を批判した。な

お中国が強調する米欧主体の「国際銀行間通信協会（ＳＷＩＦＴ）」に代わる新たな国際

決済機関の設立については参加国がその重要性を確認し、早期設立で一致した。ＳＷＩＦ

Ｔに対抗できる新決済機関が出来れば、戦後の「ドル支配体制」は揺らぐ。それは米国の

金融面での覇権的地位が根底から脅かされるという事である。これに関し、２０２４年ト

ランプ大統領は「ＢＲＩＣＳが共通通貨を創設した場合やドルの代替通貨支援をした場合、

ＢＲＩＣＳ各国から米国への輸入に対し１００％の関税を課す」と脅しをかけた。米国が

神経質になっている事自体、ＢＲＩＣＳの存在感、影響力が増している証拠である。 

８月３１日から９月１日まで、天津市で「上海協力機構（ＳＣＯ）」首脳会議が開かれ

た。ＳＣＯは中ロ主導で２００１年に設立された、ユーラシアの政治、経済・貿易、安全

保障、科学技術、文化など広範囲な分野での協力機構である。中ロに加え、カザフスタン、

キルギス、タジキスタン、ウズベキスタンの計 6 か国で発足したが、その後インド、パキ

スタン、イラン、ベラルーシが加わり、現在加盟国は１０か国である。その他にスリラン

カ、トルコ、エジプト、サウジアラビア等の「対話パートナー」、モンゴル、アフガニス

タンなどの「オブザーバー」等の国があり、「客員」参加としてトルクメニスタン、独立

国家共同体（ＣＩＳ）、ＡＳＥＡＮがある。なお、本年９月２０日 9 月に開かれた第７９

回国連総会で「国連と上海協力機構の協力」決議案が採択された。ＳＣＯは拡大を続け、

影響力を増している。現時点でのＧＤＰは世界の約２１％、貿易総額の約２０％を占めて

いる。 

自国での開催という事もあり、中国政府はＳＣＯ首脳会議に相当力を入れ、国民の関心

も高かった。やはり大きな理由は、トランプ政権の「一国主義」、「関税攻撃」にどのよ

うに対処するか、対処できるかという問題である。もう 1 つは、アジア・ユーラシアの大

国であると同時に、微妙な関係にある中国、ロシア、インドが結束できるかどうかの問題

でもある。これは単なる米国の「一国主義」、「関税攻撃」に対抗するという事だけでは

ない。中国にとっては、これまでの米欧による世界支配の枠組みを変えられるかどうかの

問題なのだ。米国の「強大な力」は軍事力とドルから成っている。これまではどの国もド

ルに頼ってきた。しかしＳＣＯ開発銀行が出来れば、新興国同士でドルに頼らず、資金を

融通する仕組みを作ることが出来、人民元など参加国通貨での決済ができるようになる。
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中国にとっては「人民元経済圏」の確立と拡大の展望が開けてくる。トランプ政権がブラ

ジルやインドに５０％の追加関税を課すなど、グローバルサウスに高圧的な姿勢をとって

いる今こそ、中国にとってはグローバルサウスと連携して「ドル支配」を打破するチャン

スなのである。 

習近平はＳＣＯ首脳会議で、かなり踏み込んだ演説を行った。対米関係では、トランプ

政権を名指しこそしなかったが、①陣営対立という「冷戦指向」に反対、②大国による（関

税などを利用しての）「いじめ行為」に反対、③多角的貿易体制の堅持、④「一帯一路」

の共同建設推進、⑤エネルギー、インフラ建設、デジタル化の面での協力推進、⑥ＳＣＯ

開発銀行の早期設立、など米国中心の世界の政治、経済体制に風穴を開ける主張を述べた。 

中国で上記の 2 つの国際会議が注目を集めたのには理由がある。それは今年の 6 月に北京

で開かれた中国、ロシア、インドなどが参加した財務相・中央銀行総裁会議の内容だ。こ

の会議は国際的にはあまり注目を集めなかったが、グローバルサウスやその他の発展途上

国の金融関係者の間では大きな話題になった。この会議では非常に重要な案件が話し合わ

れた。それは「ＳＣＯ銀行」の設立についてである。これが「準備会議」となって、7月の

ＢＲＩＣＳ首脳会議、9月のＳＣＯ会議へと繋がってゆくのである。 

第 2 次大戦終了間際の１９４４年、米国の「ブレトン・ウッズホテル」で連合国４４か

国による通貨、金融に関する国際会議が開かれた。この会議で、ドルを基軸通貨とし、固

定相場制という国際金融新体制を構築し、ＩＭＦ（国際通貨基金）とＩＢＲＤ（世界銀行）

の発足を決定した。これは米国が世界経済と金融の支配者になった事を意味した。この体

制は「ブレトン・ウッズ体制」と呼ばれた。ＢＲＩＣＳとＳＣＯの拡大、発展は、この「ブ

レトン・ウッズ体制」を揺るがしかねない事態なのである。中国は「一帯一路」を支える

一環として「アジアインフラ投資銀行（ＡＩＩＢ）」を２０１５年１２月に設立、翌２０

１６年１月に開業した。それまでアジアには日米が主導する「アジア開発銀行（ＡＤＢ）」

があり、大きな役割を果たしてき

た。しかし今やＡＤＢの加盟国が

６９か国・地域なのに対し、ＡＩ

ＩＢは１１０か国・地域が加盟し

ている。客観的、冷静に見れば、

近い将来中国の人民元が米国ド

ルにとって代わるような事は起

きないであろう。しかし、ＡＩＩ

Ｂに加えＳＣＯ銀行が出来れば、

米国はハイテクや軍事分野と同

じように、金融分野でも後方に中

国の大きな足音が聞こえるよう

になる事は間違いない。 

中国は経済不況下にあり、内憂外患状態にある。これは事実である。しかし、日本の一

部のメディアが報道するような「崩壊寸前」では決してない。人々の中にはさまざまな不

満があるが、基本的には安定が保たれている。経済面では、ハイテク分野は急速に発展し、

【筆者プロフィール】 

 西園寺 一晃（さいおんじ かずてる）氏 

 １９４４年生まれ 

⚫ 明治の元勲・公爵・首相・枢密院議長である西園 

寺公望氏を曾祖父に持つ。  

⚫ 西園寺公一（きんかず）氏（第一回参議院議員・

日中文化交流協会常任理事）の長男。 

⚫ 北京大学経済学部卒業 

⚫ 朝日新聞社に在籍中は、日中関係の調査研究室長

などを歴任。退職後も中国問題の調査、研究にあ

たる。 

⚫ 現在工学院大学客員教授、北京大学客員教授、伝

媒大学客員教授、北京城市大学客員教授 
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世界トップに並ぶ分野も多く現れている。対外的には、単にトランプ政権の圧力に「耐え

る」だけではなく、グローバルサウスを束ねて、トランプ政権の「一国主義」、「関税攻

撃」に反撃を加えるような対策も実施している。9月 19日、米中首脳は電話協議を行った。

トランプ大統領は、来る 10月 31 日―11月 1 日ソウルで行われるアジア太平洋経済協力会

議（ＡＰＥＣ）で米中首脳は会談を行い、トランプ大統領は来年早々に北京を訪問し、習

近平主席は適当な時期に訪米すると発表した。一方の中国側発表では、ソウルＡＰＥＣで

の米中首脳会談、トランプ大統領の年明け早々の訪中については触れなかった。これは政

治的駆け引きだろう。中国はメンツの国だ。関税問題で米国の譲歩がないまま、トランプ

大統領を受け入れるのはメンツを傷つけられる事だ。一方の米国にも覇権国としてのプラ

イドがある。米中の政治的取引（ディール）は、互いのメンツを立てないと実現は難しい。

米中の経済摩擦は、中国だけでなく米国にとっても国益を害するものとなっている。双方

とも内心では米中関係を緩和させたいのだ。そして世界もそれを望んでいる（止） 

西園寺一晃 ２０２５年９月２６日 

■■お知らせ■■ 
 新潟市の中小企業、団体等が中国国内で経済活動を行うに当たり、様々な支援を行っています。 

お気軽にお問い合せください。 

【住所】中国北京市朝陽区建国門外大街 26 号 長富宮弁公楼 2014 室 

【メールアドレス】bjniigata@niigata-bj.net 

【URL】http://niigata.stars.ne.jp/zh/ 
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